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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車両を制御する車両制御装置であって、
　前記車両の周辺情報を取得する取得手段と、
　前記周辺情報に基づいて前記車両の走行を制御する制御手段と、を備え、
　前記制御手段は、前記車両の位置センサにより取得された自己位置情報を使用し、地図
情報との照合を行い、前記車両が特定道路上の本線を走行しているか、本線外を走行して
いるかを判定し、
　　前記車両が本線を走行している場合、第１の進路変更制御、又は、前記第１の進路変
更制御よりも自動化率が低い、若しくは、運転者に要求される車両操作の関与の度合いが
増大された第２の進路変更制御を選択的に実行し、
　　前記車両が前記本線を走行していない場合、前記第２の進路変更制御を実行するとと
もに、前記第１の進路変更制御を実行しないことを特徴とする車両制御装置。
【請求項２】
　前記第１の進路変更制御は、前記車両制御装置の判断により行われる自動車線変更であ
り、
　前記第２の進路変更制御は、ユーザ指示に応じて前記車両制御装置によって行われる自
動車線変更であることを特徴とする請求項１に記載の車両制御装置。
【請求項３】
　前記特定道路は、高速道路又は自動車専用道路であることを特徴とする請求項１又は２
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に記載の車両制御装置。
【請求項４】
　前記特定道路は、目的地が設定されている場合は前記目的地までの案内経路に沿った道
路であり、前記目的地が設定されていない場合は現在の走行経路に沿った所定範囲の道路
であることを特徴とする請求項２又は３に記載の車両制御装置。
【請求項５】
　前記制御手段は、第１の走行制御、又は、前記第１の走行制御よりも自動化率が高い、
若しくは、運転者に要求される車両操作の関与の度合いが低減された第２の走行制御を実
行可能であり、
　前記制御手段は、
　　前記第２の走行制御中に、前記特定道路外へ前記車両が出た場合、前記第１の走行制
御へ遷移させ、
　　前記特定道路内に前記車両が戻った場合、前記第１の走行制御から前記第２の走行制
御へ再び遷移させることを特徴とする請求項２乃至４の何れか１項に記載の車両制御装置
。
【請求項６】
　前記制御手段は、前記特定道路外へ前記車両が出たことに応じて前記第２の走行制御か
ら前記第１の走行制御へ遷移され、且つ、前記特定道路内に前記車両が戻ったことに応じ
て前記第１の走行制御から前記第２の走行制御へ再び遷移された場合には、前記第１の進
路変更制御及び前記第２の進路変更制御を抑制することを特徴とする請求項５に記載の車
両制御装置。
【請求項７】
　前記本線は、当該本線からの分岐車線又は前記本線への合流車線を除く車線であること
を特徴とする請求項１乃至６の何れか１項に記載の車両制御装置。
【請求項８】
　請求項１乃至７の何れか１項に記載の車両制御装置を備えることを特徴とする車両。
【請求項９】
　車両を制御する車両制御方法であって、
　前記車両の周辺情報を取得する取得工程と、
　前記周辺情報に基づいて前記車両の走行を制御する制御工程と、を有し、
　前記制御工程では、前記車両の位置センサにより取得された自己位置情報を使用し、地
図情報との照合を行い、前記車両が特定道路上の本線を走行しているか、本線外を走行し
ているかを判定し、
　　前記車両が本線を走行している場合、第１の進路変更制御、又は、前記第１の進路変
更制御よりも自動化率が低い、若しくは、運転者に要求される車両操作の関与の度合いが
増大された第２の進路変更制御を選択的に実行し、
　　前記車両が前記本線を走行していない場合、前記第２の進路変更制御を実行するとと
もに、前記第１の進路変更制御を実行しないことを特徴とする車両制御方法。
【請求項１０】
　コンピュータを、請求項１乃至７の何れか１項に記載の車両制御装置として機能させる
ためのプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、車両制御装置、車両制御方法、車両およびプログラムに関するものであり、
具体的には、自動運転車両の車両制御技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　特許文献１には、自動運転開始後、所定時間が経過するまで或いは所定距離走行するま
で、自動車線変更を抑制することを開示している。これにより、手動運転から自動運転へ
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の切替を違和感なく円滑に行うことを可能としている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】国際公開第２０１８／１２３３４６号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、従来の技術では、車両がどのような道路を走行しているかに応じて、自
動運転の自動化の度合いを適応的に制御することは考慮されていないという課題がある。
【０００５】
　本発明は、上記課題の認識を契機として為されたものであり、より安全性を向上させた
適応的な自動運転を実現するための技術を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記の目的を達成する本発明の一態様に係る車両制御装置は、
　車両を制御する車両制御装置であって、
　前記車両の周辺情報を取得する取得手段と、
　前記周辺情報に基づいて前記車両の走行を制御する制御手段と、を備え、
　前記制御手段は、前記車両の位置センサにより取得された自己位置情報を使用し、地図
情報との照合を行い、前記車両が特定道路上の本線を走行しているか、本線外を走行して
いるかを判定し、
　　前記車両が本線を走行している場合、第１の進路変更制御、又は、前記第１の進路変
更制御よりも自動化率が低い、若しくは、運転者に要求される車両操作の関与の度合いが
増大された第２の進路変更制御を選択的に実行し、
　　前記車両が前記本線を走行していない場合、前記第２の進路変更制御を実行するとと
もに、前記第１の進路変更制御を実行しないことを特徴とする。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明によれば、より安全性を向上させた適応的な自動運転を実現することが可能とな
る。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
　本発明の実施形態を示す添付図面は明細書の一部を構成し、その記述と共に本発明を説
明するために用いられる。
【図１】実施形態に係る車両の構成例を説明するための図である。
【図２】実施形態に係る車両の構成例を説明するためのブロック図である。
【図３】実施形態に係る制御装置が実施する処理の手順の一例を説明するためのフローチ
ャートである。
【図４】実施形態に係る高速道路における本線、分岐車線及び合流車線の説明図。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下、添付図面を参照して実施形態を詳しく説明する。尚、以下の実施形態は特許請求
の範囲に係る発明を限定するものでするものでなく、また実施形態で説明されている特徴
の組み合わせの全てが発明に必須のものとは限らない。実施形態で説明されている複数の
特徴うち二つ以上の特徴が任意に組み合わされてもよい。また、同一若しくは同様の構成
には同一の参照番号を付し、重複した説明は省略する。
【００１０】
　＜車両構成＞
　図１および図２は、第１の実施形態に係る車両１の構成を説明するための図である。図
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１は、以下で説明される各要素の配置位置および要素間の接続関係を、車両１の上面図お
よび側面図を用いて示す。図２は、車両１のシステムブロック図である。
【００１１】
　尚、以下の説明において、前／後、上／下、側方（左／右）などの表現を用いる場合が
あるが、これらは、車両１の車体を基準に示される相対的な方向を示す表現として用いら
れる。例えば、「前」は車体の前後方向における前方を示し、「上」は車体の高さ方向を
示す。
【００１２】
　車両１は、操作機構１１、周辺監視装置１２、車両制御装置１３、駆動機構１４、制動
機構１５、及び操舵機構１６を備える。尚、本実施形態では車両１は四輪車とするが、車
輪の数はこれに限られるものではない。
【００１３】
　操作機構１１は、加速用操作子１１１、制動用操作子１１２、及び、操舵用操作子１１
３を含む。典型的には、加速用操作子１１１はアクセルペダルであり、制動用操作子１１
２はブレーキペダルであり、また、操舵用操作子１１３はステアリングホイールである。
しかし、これらの操作子１１１～１１３には、レバー式、ボタン式等、他の方式のものが
用いられてもよい。
【００１４】
　周辺監視装置１２は、カメラ１２１、レーダ１２２、及び、ライダ（Ｌｉｇｈｔ　Ｄｅ
ｔｅｃｔｉｏｎ　ａｎｄ　Ｒａｎｇｉｎｇ（ＬｉＤＡＲ））１２３を含み、これらは何れ
も車両（自車両）１の周辺環境を監視ないし検出するためのセンサとして機能する。カメ
ラ１２１は、例えばＣＣＤイメージセンサやＣＭＯＳイメージセンサ等を用いた撮像装置
である。レーダ１２２は、例えばミリ波レーダ等の測距装置である。また、ライダ１２３
は、例えばレーザレーダ等の測距装置である。これらは、図１に例示されるように、車両
１の周辺環境を検出可能な位置、例えば、車体の前方側、後方側、上方側および側方側に
それぞれ配される。
【００１５】
　上述の車両１の周辺環境の例としては、車両１の走行環境およびそれに関連する車両１
周辺の環境（車線の延設方向、走行可能領域、信号機の色など）、車両１周辺のオブジェ
クト情報（他車両、歩行者、障害物などのオブジェクトの有無、そのオブジェクトの属性
、位置、移動の向きや速さなど）等が挙げられる。この観点で、周辺監視装置１２は、車
両１の周辺情報を検出するための検出装置等と表現されてもよい。
【００１６】
　車両制御装置１３は、車両１を制御可能に構成され、例えば、操作機構１１及び／又は
周辺監視装置１２からの信号に基づいて、各機構１４～１６を制御する。車両制御装置１
３は複数のＥＣＵ（電子制御ユニット）１３１～１３４を含む。各ＥＣＵは、ＣＰＵ、メ
モリおよび通信インタフェースを含む。各ＥＣＵは、通信インタフェースを介して受け取
った情報（データないし電気信号）に基づいてＣＰＵにより所定の処理を行い、その処理
結果を、メモリに格納し、或いは、通信インタフェースを介して他の要素に出力する。
【００１７】
　ＥＣＵ１３１は、加速用ＥＣＵであり、例えば、運転者による加速用操作子１１１の操
作量に基づいて後述の駆動機構１４を制御する。ＥＣＵ１３２は、制動用ＥＣＵであり、
例えば、運転者による制動用操作子１１２の操作量に基づいて制動機構１５を制御する。
制動機構１５は、例えば、各車輪に設けられたディスクブレーキである。ＥＣＵ１３３は
、操舵用ＥＣＵであり、例えば、運転者による操舵用操作子１１３の操作量に基づいて操
舵機構１６を制御する。操舵機構１６は、例えば、パワーステアリングを含む。
【００１８】
　ＥＣＵ１３４は、周辺監視装置１２に対応して設けられた解析用ＥＣＵである。ＥＣＵ
１３４は、周辺監視装置１２により得られた車両１の周辺環境に基づいて所定の解析／処
理を行い、その結果をＥＣＵ１３１～１３３に出力する。
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【００１９】
　即ち、ＥＣＵ１３１～１３３は、ＥＣＵ１３４からの信号に基づいて各機構１４～１６
を制御することができる。このような構成により、車両制御装置１３は、周辺環境に応じ
た車両１の走行制御を行い、例えば自動運転を行うことができる。
【００２０】
　本明細書において、自動運転は、運転操作（加速、制動および操舵）の一部または全部
を、運転者側ではなく、車両制御装置１３側で行うことをいう。即ち、自動運転の概念に
は、運転操作の全部を車両制御装置１３側で行う態様（いわゆる完全自動運転）の他、運
転操作の一部のみを車両制御装置１３側で行う態様（いわゆる運転支援）が含まれる。運
転支援の例としては、車速制御（オートクルーズコントロール）機能、車間距離制御（ア
ダプティブクルーズコントロール）機能、車線逸脱防止支援（レーンキープアシスト）機
能、衝突回避支援機能等が挙げられる。
【００２１】
　尚、車両制御装置１３は本構成に限られるものではない。例えば、各ＥＣＵ１３１～１
３４にはＡＳＩＣ（特定用途向け集積回路）等の半導体装置が用いられてもよい。即ち、
各ＥＣＵ１３１～１３４の機能は、ハードウェアおよびソフトウェアの何れによっても実
現可能である。また、ＥＣＵ１３１～１３４の一部または全部は、単一のＥＣＵで構成さ
れてもよい。
【００２２】
　＜走行制御＞
　本実施形態において、車両制御装置１３は、複数の走行制御を行うことができる。複数
の走行制御は、車両制御における自動化の度合い(自動化率)と、車両乗員（運転者）に要
求される要求タスクの度合（車両乗員における車両操作の関与の度合い）とに応じて、複
数の段階に分類されている。
【００２３】
　複数の走行制御のそれぞれには、車両の加速、減速、車線変更を含む操舵および制動等
に関する車両制御と、車両乗員（運転者）に要求されるタスクとが設定されている。車両
乗員への要求タスクには、車両周辺の監視要求に対応するために車両乗員に要求される動
作、例えば、ハンドル把持（ハンズオフ、ハンズオン）、周辺監視（アイズオフ、アイズ
オン）、運転交代などが含まれる。
【００２４】
　車両制御装置１３は、周辺監視装置１２により取得された車両１の周辺環境の情報(外
界情報)に基づいて、複数の走行制御のうち、いずれか１つの走行制御により車両１の自
動運転走行を実行することが可能である。
【００２５】
　第１の走行制御は、相対的に自動化率が低い、若しくは、相対的に運転者に要求される
車両操作の関与の度合いが増大された走行制御である。第１の走行制御の状態では、車両
１の運転主体は運転者（ドライバ）であり、運転者による周辺監視、及び、運転者のハン
ドル把持が必要である。第１の走行制御は、例えば、高速道路から離脱した一般道などで
実行可能な制御である。第１の走行制御では、車速制御（オートクルーズコントロール）
機能、車間距離制御（アダプティブクルーズコントロール）機能、車線逸脱防止支援（レ
ーンキープアシスト）機能、衝突回避支援機能等の運転支援が行われてもよい。
【００２６】
　第２の走行制御は、相対的に自動化率が高い、若しくは、相対的に運転者に要求される
車両操作の関与の度合いが低減された走行制御である。第２の走行制御の状態では、車両
１の運転主体は、車両制御装置１３（車両システム）であり、運転者による周辺監視は必
要であるが運転者のハンドル把持は不要である。但し、第２の走行制御中では、車両制御
装置１３（車両システム）からのハンドルの把持要求通知に備えて、運転者は把持ができ
るように備えておくことが必要とされる。第２の走行制御は、例えば、高速道路の本線上
で実行可能な制御である。
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【００２７】
　なお、第２の走行制御に加えて、特定シーンに限っては運転者による周辺監視義務を緩
和する走行制御を実施してもよい。その場合、運転者の周辺監視は不要となるが、特定シ
ーン外となった場合や車両制御装置１３（車両システム）が正常でなくなった場合に備え
て、システム監視は必要である。また、特定シーンとは、高速道路本線の渋滞時などであ
る。
【００２８】
　また、第１の走行制御及び第２の走行制御は、相対的に自動化率が異なっているか、若
しくは、相対的に運転者に要求される車両操作の関与の度合いが異なっていればよく、そ
の走行制御の具体的な内容は限定されるものではない。
【００２９】
　＜進路変更制御＞
　また、本実施形態において、車両制御装置１３は、第１の進路変更制御及び第２の進路
変更制御を含む複数の進路変更制御を実行可能である。第１の進路変更制御は、例えばシ
ステム発の自動車線変更制御、すなわち、車両制御装置１３が自己判断に基づいて車線変
更を行う制御である。第２の進路変更制御は、例えば車両乗員（運転者）発の自動運転制
御であり、車両乗員（運転者）が指示を行うことにより車両制御装置１３によって自動車
線変更を行う制御である。第２の進路変更制御は、第１の進路変更制御よりも自動化率が
低い、若しくは、運転者に要求される車両操作の関与の度合いが増大された進路変更制御
である。
【００３０】
　本実施形態では、第１の走行制御の状態では、第１の進路変更制御を実行不可能に制御
するとともに第２の進路変更制御を実行可能に制御する。また、第２の走行制御の状態で
は、第１の進路変更制御及び第２の進路変更制御の両方を実行可能に制御する。
【００３１】
　車両１がどの場所を走行しているかに応じて、実行可能な走行制御の内容を選択するこ
とができる。例えば、車両１が高速道路の本線を走行している場合には、第１の進路変更
制御及び第２の進路変更制御の両方を実行可能に制御する。そして、車両１が高速道路の
本線以外（例えば、分岐車線や合流車線）を走行している場合には、不用意な車線変更を
抑制するため、第１の進路変更制御を禁止し、第２の進路変更制御を許可するようにして
もよい。なお、ある道路について本線であるか、分岐車線又は合流車線であるかは、例え
ば車線数に基づいて、車線数が多い方の道路が本線であると判定できる。
【００３２】
　＜処理＞
　続いて、図３及び図４を参照しながら、本実施形態の処理の詳細について説明する。図
３は、本実施形態に係る車両の制御の手順の一例を説明するためのフローチャートである
。図４は、本実施形態に係る車両１が走行する高速道路における本線、分岐車線及び合流
車線の説明図である。
【００３３】
　図３のステップＳ１０１（以下、単に「Ｓ１０１」と示す。他のステップについても同
様とする。）では、車両制御装置１３は、車両１の動作モードが自動運転モードか否かを
判定する。自動運転モードの場合にはＳ１０２に進み、そうでない場合（運転操作の全部
を運転者が行う通常モードの場合）には本フローを終了とする。尚、車両１の動作モード
としての通常モード／自動運転モードの切り替えは、車内において運転者（或いは、自動
運転を解除した際に運転者となりうる者）が所定のスイッチを押すことで行われうる。
【００３４】
　Ｓ１０２では、車両制御装置１３は、車両１の周辺情報を取得する。このステップは、
周辺監視装置１２により検出された車両１の周辺情報を車両制御装置１３のＥＣＵ１３４
が受け取ることにより行われる。車両制御装置１３は、周辺情報に基づいて車両１の動作
を制御する。
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【００３５】
　Ｓ１０３では、車両制御装置１３は、車両１が高速道路の本線を走行しているか否かを
判定する。車両１の位置については、車両１が備えるＧＰＳセンサ（不図示）により取得
された自己位置の情報を使用し、予め保持されている地図情報と自己位置とを照合するこ
とにより、車両１が本線を走行しているかどうかを判定することができる。車両１が本線
を走行していると判定された場合、Ｓ１０４へ進む。一方、車両１が本線を走行していな
いと判定された場合、すなわち本線以外の場所（分岐車線、合流車線）を走行していると
判定された場合、Ｓ１０５へ進む。
【００３６】
　ここで図４を参照して説明を行う。図４において、車両１は、矢印４０１に示される方
向へ高速道路の本線を走行し、分岐地点４０２で分岐車線へ進路変更する。そして、矢印
４０３ａ～ｈの各矢印に沿って分岐車線を走行し、合流地点４０４を超えて再び本線を走
行して矢印４０５に示される方向へ走行する。図４の例では車両１は本線又は分岐車線を
走行しており、車両１の走行場所に応じてＳ１０３の判定結果が取得される。なお、図４
の例では、車線４０６、車線４０７は、本線から分岐した分岐車線であり、且つ、本線に
合流する合流車線でもある。
【００３７】
　Ｓ１０４では、車両制御装置１３は、第１の進路変更制御及び第２の進路変更制御の両
方を実行可能に制御する。このように高速道路の本線を走行している場合には、自由な自
動車線変更を可能にするために両方を実行可能に制御する。
【００３８】
　Ｓ１０５では、車両制御装置１３は、第１の進路変更制御の実行を禁止するとともに、
第２の進路変更制御を実行可能に制御する。車両１が高速道路の本線を走行していない場
合、すなわち、車両１が高速道路の本線以外（例えば、分岐車線や合流車線）を走行して
いる場合には、不用意な車線変更を抑制するため、第１の進路変更制御を禁止する。そし
て、第１の進路変更制御よりも自動化率が低い、若しくは、運転者に要求される車両操作
の関与の度合いが増大された進路変更制御である第２の進路変更制御を実行可能に制御す
る。
【００３９】
　Ｓ１０６では、車両制御装置１３は、車両１の動作モードが自動運転モードを継続する
か否かを判定する。自動運転モードを継続する場合にはＳ１０２に戻り、そうでない場合
には本フローを終了とする。以上で図３の一連の処理が終了する。
【００４０】
　以上説明したように、本実施形態では、車両が高速道路の本線を走行しているかどうか
に基づいて、第１の進路変更制御及び第２の進路変更制御の実行可否を制御する。具体的
には、本線を走行中の場合は両方を実行可能にし、本線以外（分岐車線、合流車線等）を
走行中の場合は、不用意な車線変更を抑制するため、相対的に自動化率が低い、若しくは
、相対的に運転者に要求される車両操作の関与の度合いが増大された第２の進路変更制御
だけを実行可能にする。
【００４１】
　これにより、不用意な車線変更を抑制することができるため、より安全性を向上させた
適応的な自動運転を実現することが可能となる。
【００４２】
　なお、本実施形態では、車両１が高速道路の本線を走行しているか否かを判定する例を
説明したが、高速道路に限られない。単に、高速道路以外の任意の道路において、本線を
走行しているか否かを判定し、その判定結果に応じて第１の進路変更制御及び／又は第２
の進路変更制御の実行可否を決定するように構成してもよい。また、高速道路、自動車専
用道路等の特定エリアに車両１が位置しているかどうかをさらに判定し、特定エリアにお
いて道路の本線を走行しているか否かを判定してもよい。特定エリアとは、目的地が設定
されている場合は目的地までの案内経路に沿ったエリア（目的地ありルート）であり、目
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的地が設定されていない場合は現在の走行経路に沿った所定範囲のエリア（道なりルート
）であってもよい。
【００４３】
　また、車両制御装置１３は、第２の走行制御の状態で車両１が高速道路から出た場合に
は、第２の走行制御から第１の走行制御へ遷移させてもよい。但し、特定エリア内に車両
が戻った場合、再び第１の走行制御から第２の走行制御へと遷移させてもよい。これによ
り、高速道路から出て自動化率が下降した後に、高速道路に戻った後に再び自動化率を上
昇させることが可能となる。
【００４４】
　この場合の第２の走行制御においては、自動化率の上昇を緩やかにするために、第１の
進路変更制御及び第２の進路変更制御の両方を抑制してもよい。ここでの抑制とは、例え
ば、所定時間が経過するまでの間、車両が所定距離移動するまでの間、あるいはユーザ指
示があるまでの間、進路変更制御を実行不可能にすることである。また、両方を抑制する
のではなく、自動化率がより高い第１の進路変更制御を抑制し、第２の走行制御は許可し
てもよい。これにより、高速道路に戻ったばかりの不安定な状態での進路変更を抑制する
ことができるので、より安全な自動運転を実現することができる。さらに、第１の進路変
更制御及び第２の進路変更制御の両方を抑制する場合、本線判定を行った後に、再び第１
の進路変更制御及び第２の進路変更制御の両方を実行可能に制御したり、一方（第２の進
路変更制御）を実行可能に制御したりしてもよい。
【００４５】
　＜その他の実施形態＞
　また、各実施形態で説明された１以上の機能を実現する車両制御プログラムは、ネット
ワーク又は記憶媒体を介してシステム又は装置に供給され、該システム又は装置のコンピ
ュータにおける１以上のプロセッサは、このプログラムを読み出して実行することができ
る。このような態様によっても本発明は実現可能である。
【００４６】
　＜実施形態のまとめ＞
　構成１．上記実施形態の車両制御装置は、
　車両（例えば１）を制御する車両制御装置（例えば１３）であって、
　前記車両の周辺情報を取得する取得手段（例えば１３４）と、
　前記周辺情報に基づいて前記車両の走行を制御する制御手段（例えば１３１～１３３）
と、を備え、
　前記制御手段は、前記車両が本線を走行しているかどうかを判定し、
　　前記車両が本線を走行している場合、第１の進路変更制御及び前記第１の進路変更制
御よりも自動化率が低い、若しくは、運転者に要求される車両操作の関与の度合いが増大
された第２の進路変更制御の両方を実行可能に制御し、
　　前記車両が前記本線を走行していない場合、前記第２の進路変更制御を実行可能に制
御するとともに、前記第１の進路変更制御を実行不能に制御する。
【００４７】
　これにより、車両が本線を走行していない場合に（例えば分岐車線又は合流車線を走行
しているような場合に）、不用意な車線変更を抑制することができるため、より安全性を
向上させた適応的な自動運転を実現することが可能となる。
【００４８】
　構成２．上記実施形態の車両制御装置では、
　前記制御手段は、前記車両が特定エリア内に位置するかどうかをさらに判定し、
　前記車両が特定エリア内に位置しており且つ前記車両が本線を走行している場合に、前
記第１の進路変更制御及び前記第２の進路変更制御の両方を実行可能に制御し、
　前記車両が特定エリア内に位置しており且つ前記車両が本線を走行していない場合に、
前記第２の進路変更制御を実行可能に制御するとともに、前記第１の進路変更制御を実行
不能に制御する。
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【００４９】
　これにより、特定エリア（高速道路、自動車専用道路など）において車両が本線を走行
していない場合に（例えば分岐車線又は合流車線を走行しているような場合に）、不用意
な車線変更を抑制することができるため、より安全性を向上させた適応的な自動運転を実
現することが可能となる。
【００５０】
　構成３．上記実施形態の車両制御装置では、
　前記特定エリアは、目的地が設定されている場合は前記目的地までの案内経路に沿った
エリアであり、前記目的地が設定されていない場合は現在の走行経路に沿った所定範囲の
エリアである。
【００５１】
　これにより、目的地を考慮したエリアを設定できるため、運転者の意図に沿ったエリア
内での車両制御が可能となる。また、目的地が設定されていない場合でも、現在の走行経
路を考慮したエリアを設定できるため、運転者の意図に近いエリア内での車両制御が可能
となる。
【００５２】
　構成４．上記実施形態の車両制御装置では、
　前記制御手段は、第１の走行制御、又は、前記第１の走行制御よりも自動化率が高い、
若しくは、運転者に要求される車両操作の関与の度合いが低減された第２の走行制御を実
行可能であり、
　前記制御手段は、
　　前記第２の走行制御中に、前記特定エリア外へ前記車両が出た場合、前記第１の走行
制御へ遷移させ、
　　前記特定エリア内に前記車両が戻った場合、前記第１の走行制御から前記第２の走行
制御へ再び遷移させる。
【００５３】
　これにより、特定エリア（例えば高速道路、自動車専用道路など）外に出て、自動運転
の自動化率が下降した後でも、ユーザの意思で再び自動化率を上昇させることが可能とな
る。
【００５４】
　構成５．上記実施形態の車両制御装置では、
　前記制御手段は、前記特定エリア外へ前記車両が出たことに応じて前記第２の走行制御
から前記第１の走行制御へ遷移され、且つ、前記特定エリア内に前記車両が戻ったことに
応じて前記第１の走行制御から前記第２の走行制御へ再び遷移された場合には、前記第１
の進路変更制御及び前記第２の進路変更制御を抑制する。
【００５５】
　これにより、再び特定エリア内に戻ったばかりの不安定な状態における進路変更を抑制
することができるので、より安全な自動運転を実現することができる。
【００５６】
　構成６．上記実施形態の車両制御装置では、
　前記本線は、当該本線からの分岐車線又は前記本線への合流車線を除く車線である。
【００５７】
　これにより、車両が分岐車線又は合流車線を走行中は第２の進路変更制御だけを実行可
能に制御することで、不用意な車線変更を抑制することができるため、より安全性を向上
させた適応的な自動運転を実現することが可能となる。
【００５８】
　構成７．上記実施形態の車両制御装置では、
　前記第１の進路変更制御は、前記車両制御装置の判断により行われる自動車線変更であ
り、
　前記第２の進路変更制御は、ユーザ指示に応じて前記車両制御装置によって行われる自
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【００５９】
　これにより、車両制御装置の判断により行われる自動車線変更と、ユーザ指示により行
われる自動車線変更との実行可否を適応的に制御することができる。
【００６０】
　構成８．上記実施形態の車両は、
　構成１乃至構成７の何れかに記載の車両制御装置を備える車両（例えば１）である。
【００６１】
　これにより、車両において、より安全性を向上させた適応的な自動運転を実現すること
が可能となる。
【００６２】
　構成９．上記実施形態の車両制御方法は、
　車両（例えば１）を制御する車両制御方法であって、
　前記車両の周辺情報を取得する取得工程と、
　前記周辺情報に基づいて前記車両の走行を制御する制御工程と、を有し、
　前記制御工程では、前記車両が本線を走行しているかどうかを判定し、
　　前記車両が本線を走行している場合、第１の進路変更制御及び前記第１の進路変更制
御よりも自動化率が低い、若しくは、運転者に要求される車両操作の関与の度合いが増大
された第２の進路変更制御の両方を実行可能に制御し、
　　前記車両が前記本線を走行していない場合、前記第２の進路変更制御を実行可能に制
御するとともに、前記第１の進路変更制御を実行不能に制御する。
【００６３】
　これにより、車両が本線を走行していない場合に（例えば分岐車線又は合流車線を走行
しているような場合に）、不用意な車線変更を抑制することができるため、より安全性を
向上させた適応的な自動運転を実現することが可能となる。
【００６４】
　構成１０．上記実施形態のプログラムは、
　コンピュータを、構成１乃至構成７の何れかに記載の車両制御装置（例えば１３）とし
て機能させるためのプログラムである。
【００６５】
　これにより、車両制御装置の処理をコンピュータにより実現可能となる。
【００６６】
　発明は上記の実施形態に制限されるものではなく、発明の要旨の範囲内で、種々の変形
・変更が可能である。
【符号の説明】
【００６７】
　１：車両、１３：車両制御装置、１３１～１３４：ＥＣＵ
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